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「令和６年度学校関係者評価委員会における委員の意見それに対する本校の対応方針」に対する対応状況 

評価項目 評価 委員の意見等 対応方針 令和６年度対応状況 

（１）教育理念・

目標 

４（適切） ・ 定性的に評価しているので、

数字としてどこまでやった

ら４「適切」または３「ほぼ

適切」なのかわかりにくい。 

 

・ 全体的に４「適切」が多く、

努力の結果だということは

評価できるが、同時に問題点

も出てこないとおかしい。目

標を達成したことは良いと

しても、次への課題がでてき

ていないところは気になる。 

 

・ 評価区分は４「適切」、３「ほ

ぼ適切」、２「やや不適切」、

１「不適切」の４段階。「ほぼ

適切」、「やや不適切」がある

ためわかりにくいのではな

いか。良い・悪い・普通の３

段階であれば評価しやすい

のではないか。 

 

・ 評価方法は「専修学校における学校

評価ガイドライン」に準拠して現行

どおり４段階評価としますが、取組

実績、課題、今後の改善方策を分か

りやすく記述し、評価理由が明確に

なるよう努めてまいります。 

 

・ 評価の根拠となる実績資料を取

りまとめました。 

（２）学校運営 ４（適切） ・ クリエーター科、エンジニア

科が交流する機会があると

良いと思う。 

・ 共通科目（森林文化）、企業ガイダ

ンス、実習等の両科合同の授業や、

学校祭の運営準備等で交流の機会

を設けています。両科の交流はア

・ 共通科目（森林文化）、林業ＩＣ

Ｔ、キャンプカウンセラー実習

等の両科合同の授業や、学校祭

の運営準備等で交流しました。 
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カデミーの特徴でもあるため、引

き続き実施してまいります。 

 

（３）教育活動 ４（適切） ・ ＪクレジットやＧクレジッ

トなど、森林環境についても

授業に取り入れていくと良

いと思う。 

 

 

 

・ 岐阜県内の森林に関する教

育資源としては、本学の他、

岐阜大学にも森林関係の教

員や演習林があるので、連携

により相互の教育資源が活

用されると良いと思う。 

 

・ 森林が持つ環境保全機能などの

様々な機能やその原理について

は、各種授業で取り扱っているほ

か、クレジット制度などの国や県

の新たな施策については、森林政

策・森林計画を扱う授業等で取り

扱ってまいります。 

 

・ 岐阜大学とは教員間の交流があ

り、情報交換等を行っています。今

後、岐阜大学演習林の利用を含め、

連携を充実させていきます。 

・ 森林が持つ環境保全機能などの

様々な機能やその原理について

は、各種授業で取り扱っている

ほか、クレジット制度などの国

や県の新たな施策については、

森林政策・森林計画の授業で取

り扱いました。 

 

ＲＴＫ測量のための基準局を岐

阜大学構内、岐阜大学演習林に 

設置するなど相互に連携しまし

た。 

（４）学習成果 ３（ほぼ適

切） 

・ 現場で即戦力となる可能性

があるエンジニア科の定員

を増やし、県内の林業・林産

業の事業体に良い人材を供

給して欲しい。 

・ 教室の容量や教員の人員体制が現

在の学生定員に対応したものであ

り、現状では定員を増やすことは

困難ですが、卒業後の県内就職率

を確保することにより、県内林業・

林産業事業者の求める人材の育

成・供給に努めてまいります。 

 

・ 県内の林業・林産業にエンジニ

ア科卒業生 17 人中 11 人が就業

（県内就職率 65％）しました。 



3 

 

（５）学生支援 ４（適切） ・ 緑の就業準備給付金の３年

間のうちに好きになってそ

のまま働き続けるパターン

もある、そういうチャンスが

あるのは素晴らしい。林業の

関係に就きたいと思っても

らう努力は必要と思う。 

 

・ 毎年 10人を超える学生が緑の就

業準備給付金を活用しており、今

後も、オープンキャンパスや入学

ガイダンスなどで支援制度の周知

を図り、多くの学生を支援して林

業従事者の確保に努めてまいりま

す。 

 

・ エンジニア科 11名、クリエー

ター科 3名が緑の就業準備給付

金を活用しました。 

（６）教育環境 

 

３（ほぼ適

切） 

・ 特になし 

 

  

（７）学生の受入

れ募集 

４（適切） ・ 学生を集めるためには、林業

や岐阜県企業の魅力アップ

に磨きをかけることが大切。

危ないイメージがあると親

も林業に就職させたくない

と思う。 

 

 

 

・ コロナ禍で何もできなかっ

た学生たちの中には何か役

に立つことを求めている子

が多いので、山側の課題を伝

えていくなど、発信の仕方を

転換するのも良いのでは。 

 

・ 入学案内の冊子やオープンキャン

パスを通じ、安全装備や機械化作

業についてＰＲしています。また、

森林技術開発・支援センターとも

連携し、林業ＩＣＴやスマート林

業など新技術の導入・普及を図る

ことにより林業の魅力アップに努

めてまいります。 

 

・ ホームページの活動報告では、活

動の背景となる山側の状況や課題

といった情報も併せて発信するな

ど、読み手がより関心を持ってい

ただけるよう努めてまいります。 

・ 入学案内の冊子やオープンキャ

ンパスを通じ、安全装備や機械

化作業についてＰＲしました。 

 

 

 

 

 

ホームページの活動報告では活

動の背景となる山側の状況や課

題といった情報も併せて発信す

るなど、読み手がより関心を持

っていただけるよう努めまし

た。 
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（８）法令等の遵

守 

３（ほぼ適

切） 

・ 教員の働き方改革は緒につ

いたところ。改革内容を意識

づけることが大切。 

 

・ 超過勤務縮減や効率的な職務執行

についての意識が定着し・実行さ

れるよう取り組んでまいります。 

 

・ 超過勤務縮減や効率的な職務執

行についての意識が定着し・実

行されるよう職員研修を実施し

ました。 

（９）社会貢献・

地域貢献 

４（適切） ・ 環境保全の森林づくりや、生

物多様性、景観など、従来の

林業の視点にはなかった森

林管理が重要になってきて

いる。アカデミー、森林研究

所、岐阜大学など教育研究機

関からの地域への指導ニー

ズは高くなっていくと思う

ので、連携を深め地域ニーズ

に対応できる体制をつくっ

ていただけるとよい。 

 

・ 課題研究や受託事業を通じて社会

や地域の課題解決に向けた取り組

みを実施しています。その他、市町

村連携においても、現在７市町と

連携協定を締結しており、各々の

課題解決に取り組んでいるところ

です。今後も地域からのニーズが

あれば必要に応じて他教育機関と

も連携し、対応してまいります。 

・ 課題研究ではクリエーター科 22

人が、受託研究では 8件、社会や

地域の課題解決に向け取り組み

ました。また、連携協定締結 7市

町においても個々の改題解決に

取り組みました。 

（１０）国際交流 ４（適切） ・ 人間をつくるという意味で

は国際交流も非常に大事だ

が、国内での交流、情報収集

も大事ではないか。 

 

・ ドイツとの連携に注力して

きたことはとても大事なこ

とだと思うが、いろいろな森

林環境と人との関係を学ぶ、

情報収集するためにも、もう

少し広いエリアの国際交流

ができると良いと思う。中国

・ 国内での交流、情報収集は、毎年エ

ンジニア科の授業や各専攻の先進

地の視察などで行っており、今後

も継続してまいります。 

 

・ ドイツの他、周辺諸国で情報収集

を行っているところです。ドイツ

や中国江西省との連携を継続しつ

つ、そこを起点に幅広く情報を入

手してまいります。 

・ 木工事例調査、林業事例調査の

授業により国内各地の情報収集

に努めました。 

・ ドイツ、中国江西省への情報収

集を行うとともに、森林環境で

はノルウェーにも情報収集に努

めました。 
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との連携に一歩踏み出した

ところでもあるが、いろいろ

なところで連携が図れると

良いと思う。 

 

 

 

 

 

評価項目 委員の意見等 対応方針 令和６年度対応状況 

専門技術者教育 ・ 地域森林監理士の活用が進ん

でいないと思う。 

 

・ 市町村と連携して活躍している方

もいますが、全体としてはもう少し

活用が必要だと認識しているとこ

ろです。各種研修の講師や林業普及

活動への指導・助言など、活用に向

けた取り組みを実施してまいりま

す。 

 

地域森林監理士と林業普及指導員

が連携し、市町村への巡回支援による

森林経営管理制度の進捗確認やアド

バイスを行っています。 

また、市町村の林務行政への支援や林

業事業体の経営体質の強化に加え、森

林整備を推進するための会議等へア

ドバイザーとして参加しています。 

さらに、令和５年１１月より運用を開

始した県独自の森林由来のカーボン・

クレジット制度である「Ｇ－クレジッ

ト制度」の現地審査者として活用して

います。 

生涯教育 ・ 更に地域との連携を進めてほ

しい。 

・ 引き続き市町村や地域の保育園、学

校、活動団体等からの要請に対し、

関係者との連携を進め対応してまい

ります。 

 

地域連携を図るため、県内各地域 

の保育園、幼稚園、こども園、小学校、

特別支援学校への活動支援や各種団

体等と連携を図り、15 の新規施設を

含み 31 施設 45 回の支援を行いまし

た。 
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〇「森の出番」による出張支援活動 

全 31施設 45回（保育園等 16園、

小学校 7校、特別支援学校 1校、イベ

ント支援等 7団体） 

 

産学官連携 

(コンソーシアム) 

・ 特になし 

 

  

 


